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貸  借  対  照  表 

 

2025 年８月 31 日現在 

 

 

（注） 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

  

 
 

   
 

  単位：百万円 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科       目 金 額 科          目 金 額 

  流  動  資  産   110,531   流  動  負  債   78,266 

  現 金 及 び 預 金   3,884   買 掛 金   31,107 

  売 掛 金   11,325   リ ー ス 債 務  66 

  商 品   43,567   未 払 金   18,226 

  貯 蔵 品   108   未 払 費 用   3,350 

  前 払 費 用   1,440   未 払 法 人 税 等   5,067 

  立 替 金   6,693   賞 与 引 当 金   2,759 

  関 係 会 社 短 期 貸 付 金   14,999   資 産 除 去 債 務  152 

  為 替 予 約   26,392   預 り 金  16,729 

  そ の 他   2,122   為 替 予 約  194 

  貸 倒 引 当 金  ▲ 3  そ の 他  612 

     固  定  負  債  11,168 

固  定  資  産   39,561   リ ー ス 債 務   258 

  有 形 固 定 資 産   18,140   資 産 除 去 債 務   8,878 

  建 物   14,784   為 替 予 約   1,081 

 構 築 物   194  繰 延 税 金 負 債  562 

  機 械 及 び 装 置  729   そ の 他   388 

  器 具 及 び 備 品  1,860 負  債  合  計 89,435 

  リ ー ス 資 産   325 純  資  産  の  部 

  建 設 仮 勘 定   246  株 主 資 本   43,231 

  無 形 固 定 資 産   24   資    本    金   10 

  ソ フ ト ウ エ ア  24   利 益 剰 余 金     43,221 

  投 資 そ の 他 の 資 産  21,397   利 益 準 備 金   2 

  敷 金 ・ 保 証 金  13,345  そ の 他 利 益 剰 余 金  43,218 

  為 替 予 約   7,945     繰 越 利 益 剰 余 金   43,218 

 そ の 他 の 投 資   105       

       評価・換算差額等   17,426 

        繰 延 ヘ ッ ジ 損 益   17,426 

      純  資  産  合  計 60,658 

資  産  合  計 150,093 負  債 ・ 純  資  産  合  計 150,093 
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損  益  計  算  書 

 
自 2024 年９月１日 

至 2025 年８月 31 日 

 

 

 

 単位：百万円 

科       目 金       額 

            

  売    上    高   298,229 

  売  上  原  価   154,393 

   売 上 総 利 益   143,835 

  販売費及び一般管理費   116,294 

   営 業 利 益   27,540 

  営  業  外  収  益    

   受 取 利 息  424  

   為 替 差 益  3,697  

   受 取 賃 貸 料  153  

   そ の 他  157 4,433 

  営  業  外  費  用    

   支 払 利 息  384  

  賃 貸 費 用  73  

  リ ー ス 解 約 損  32  

   そ の 他  47 538 

   経 常 利 益   31,435 

 特  別  利 益    

  固 定 資 産 売 却 益  0 0 

  特  別  損  失    

  固 定 資 産 除 却 損  30  

  減 損 損 失  215 246 

  税 引 前 当 期 純 利 益   31,188 

   法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  10,913  

   法 人 税 等 調 整 額  ▲ 415 10,498 

  当  期  純  利  益    20,689 

（注） 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 
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株式会社ジーユー 個別注記表 
 

第 53期（2024 年９月１日から 2025 年８月 31 日まで） 
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．デリバティブの評価基準及び評価方法 

   デリバティブ：時価法 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 商品 

    加重平均法による原価法 

   （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 貯蔵品 

    最終仕入原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物   ５～３５年 

機械及び装置    ５～１０年 

器具及び備品      ３～５年 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、社内利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３年～５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

(3) リース資産 

   所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

４．引当金の計上方法 

貸倒引当金：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に 

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金：従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。 

５．ヘッジ会計の方法 

事業活動に伴う為替変動リスクを管理しヘッジするため、為替予約取引のデリバティブ取引を行っております。ヘッジ会計の方法につきまして

は、繰延ヘッジ処理の方法によっております。 

６．グループ通算制度の適用 

当社は、グループ通算制度を適用しています。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第

42号 2021年８月 12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理を行っております。 

７. 収益の計上基準 

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第 30号 2021年３月 26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

当社の主要な事業における主な履行義務の内容および収益を認識する時点は、以下のとおりです。 

当社は、衣料品販売事業を展開しており、このような衣料品販売については、通常、衣料品の引渡時点において顧客が当該衣料品に対する支配

を獲得し、履行義務が充足されると判断しているため、主として当該衣料品の引渡時点で収益を認識しております。また、収益は、顧客との契約

において約束された対価から、値引き及び返品などを控除した金額で測定しております。取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領し

ており、重要な金融要素は含まれていません。 

 

会計方針の変更に関する注記 

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27号 2022年 10月 28 日。以下「2022 年改正会計基準」という。）等

を当事業年度の期首から適用し、法人税等の計上区分（評価・換算差額等に対する課税）については、2022 年改正会計基準第 20―３項ただし

書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28号 2022年 10月 28 日。以下「2022

年改正適用指針」という。）第 65―２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、これによる計算書類に与える影響は

ありません。 

 

表示方法の変更に関する注記 

（損益計算書関係） 

従来、営業外費用の「その他」に含めて表示していた「リース解約損」（前事業年度 1 百万円）は営業外費用に対する金額的重要性が増したこ

とから、当事業年度より独立掲記しております。 
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会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性の

あるものは次のとおりです。 

 

有形固定資産の評価 

１． 当事業年度の計算書類に計上した金額 

有形固定資産 18,140百万円 

減損損失 215百万円 

 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

固定資産の減損に係る会計基準に従い、減損が生じている可能性を示す事象（減損の兆候）がある資産又は資産グループについて、当該資産

又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額ま

たは使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

資産のグルーピングは、概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資金生成単位で行っており、原則として各店舗（旗艦店含

む）を資金生成単位としております。減損の兆候の識別に用いる営業損益の見積り及び減損損失の認識の判定や回収可能価額の算定に用いる将

来キャッシュ・フローの見積りは、マネジメントが承認した予測と成長率を基礎としております。予測は原則として５年を限度としており、市

場の長期平均成長率を超過する成長率は用いておりません。 

 

当事業年度においては検討の結果、一部の資産又は資産グループに減損の兆候を識別しました。当該資産又は資産グループから得られる割引

前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較した結果、減損損失を認識すべきと判断した資産又は資産グループについては、帳簿価額を

回収可能価額まで減額しておりますが、減損損失を認識していない資産又は資産グループについて、実際に発生した営業損益及びキャッシュ・

フローが見積りと異なった場合、翌事業年度の当社の有形固定資産の評価に影響を及ぼす可能性があります。 

 

貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額            27,332百万円 

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

(1) 短期金銭債権 64百万円 

(2) 長期金銭債権 53百万円 

(3) 短期金銭債務 6,525百万円 

 

損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 
営業取引高  

 営業費用 13,278百万円 

営業取引以外の取引高  

 営業外収益 249百万円 

 営業外費用 34百万円 

 

２．特別損失の内容 

減損損失は主として倉庫機械設備等に対して計上したものであります。 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度末の株式数（株） 

普通株式 1,140,000 

 

２. 剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

2025年４月 15日付開催の臨時株主総会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額   15,000百万円 

・１株当たり配当額  13,157円 89銭 

・基準日    2024年８月 31日 

・効力発生日   2025年４月 16日 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 
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税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の主な内訳 

 

 

２．法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正  

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始

する事業年度より防衛特別法人税が新設されることとなりました。これに伴い、2026年９月１日以後開始する事業年度において解消が見込

まれる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は34.59％から35.43％に変更し計算しております。 

この変更により当事業年度の繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は68百万円減少し、法人税等調整額は125百万円

減少、繰延ヘッジ損益は57百万円減少しております。 

 

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金調達についてはグループCMS（キャッシュ・マネジメント・サービス）によるグループ資金の有効活用を図っております。一

時的な余資については利回りが確定しており、かつ、元本割れの可能性が極めて少ない金融商品を中心に運用することとしております。デ

リバティブは、為替変動リスクを軽減するために為替予約を利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2025 年８月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、現金及び預金、その他短

期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものについては、注記を省略しております。 

   単位：百万円 

 貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額 

為替予約 34,338 34,338 － 

敷金･保証金 13,796 12,954 ▲841 

リース債務 (324) (326) ▲2 

為替予約 (1,276) (1,276) － 

（*）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１：活発に取引される市場で公表価格により測定された時価 

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接、又は間接的に使用して算出された時価 

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の

算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。為替予約、敷金・保証金及びリース債務の時価については、レベル２

に分類しております。 

 

為替予約 

為替予約の時価は、金利、イールドカーブ、為替レート及び類似の金融商品に含まれるボラティリティ等の測定日における観察可能なデ

ータを指標とする評価モデルにより算定しております。 

 

敷金・保証金 

敷金・保証金の時価は、将来回収が予定されているものについて、満期までの期間に対応した期末日直近の国債の利回りで割り引いた現

在価値により算定しております。 

 

リース債務 

リース債務の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、債務額を満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた

現在価値により算定しております。 

  

繰延税金資産 単位：百万円 

未払事業税 460 

賞与引当金 1,063 

減価償却超過額 3,017 

資産除去債務 3,198 

その他 2,035 

繰延税金資産合計 9,775 

繰延税金負債  

繰延ヘッジ損益 9,303 

資産除去債務に対応する除去費用 1,034 

     繰延税金負債合計 10,338 

繰延税金負債の純額 562 
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関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等 

 

     （単位：百万円） 

属性 会社等 

の名称 

議決権等の所

有（被所有）

割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引 

金額 

科目 期末 

残高 

親会社 株式会社フ

ァーストリ

テイリング 

被所有 

直接100％ 

役務の受

入、資金の

寄託、役員

の兼務 

サービスフィー等の支払(注１) 

資金の回収(注２) 

利息の受取(注２) 

利息の支払(注２) 

13,278 

1,277 

184 

34 

未払金 

関係会社短期貸付金 

その他流動資産 

その他流動負債 

6,525 

14,999 

13 

2 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 当社は株式会社ファーストリテイリングからのシステムサービス等の対価として、サービスフィー等を支払っております。サービスフ

ィー等については、売上高の一定割合によっており、その料率はグループ会社との間で同一の合理的な基準により決定しております。 

(注２) 資金の寄託（貸付及び預託）による利率については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。また取引金額については、

貸付及び預託のそれぞれについて、預入額と払出額の純額で記載しております。 

 
２．親会社に関する情報 

 株式会社ファーストリテイリング（東京証券取引所及び香港証券取引所に上場） 

 

収益認識に関する注記 

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、重要な会計方針に係る事項に関する注記に同一の内容を記載しているた

め、記載を省略しております。 

 
１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額            53,209円12銭 

１株当たり当期純利益           18,149円10銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
 

 


